
21年度 22年度 23年度 24年度 25年度
1,660,153 955,514 714,471 623,817 4,074,978

- - - - -
- - - - -
1,660,153 955,514 714,471 623,817 4,074,978

1,565,990 729,300 690,599 609,376
94.3% 76.3% 96.7% 97.7%

目標値
20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

198,449人 270,914人 288,614人 295,856人 253,067人 前年度実績以上

前年度実績以上 前年度実績以上 前年度実績以上 前年度実績以上 前年度実績以上

目標値

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

93.5% 87.3% 89.5% 90.9% 77.3% 80%

80% 80% 80% 80% 80%

施策に関係する内
閣の重要政策（施政
方針演説等のうち主

なもの）

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分（概要・記載箇所）

- - -

施策の概要 本施策は、技能継承・振興のための施策を推進するために実施しています。

モニタリング結果報告書

（厚生労働省24（Ⅴ－３－１））

施策目標名 技能継承・振興のための施策を推進すること（施策目標 Ⅴ－３－１）

施策の背景・枠組み
（根拠法令、政府決
定、関連計画等）

  技能検定は、労働者の有する技能の程度を検定し、これを公証する国家検定制度であり、職業能力開発
促進法（昭和44年法律第64号）等の規定に基づき、平成25年４月１日現在で128職種を実施しています（根
拠法令：職業能力開発促進法（昭和44年法律第64号）第44条第１項、職業能力開発促進法施行令（昭和44
年政令第258号）第２条、雇用保険法（昭和49年法律第116号）第63条第１項第1号、６号及び７号、雇用保
険法施行規則（昭和50年労働省令第３号）第134条、135条及び136条）。
  なお、同法に基づく第９次職業能力開発基本計画（平成23年厚生労働省告示第143号）においても、技能
検定制度を着実に実施するとされています。

予算書との関係
・関連税制

　本施策は、予算書の以下の項に対応しています。
労働保険特別会計雇用勘定
（項）技能継承・振興推進費（全部）　[平成25年度予算額：4,074,978千円]

施策の予算額・執行
額等

※　「執行額」欄に
は、独法の運営費交

付金は含まない。

区分

予算の
状況

（千円）

当初予算（a）

補正予算（b）

繰越し等（c）

合計（a＋b＋c）

26年度要求額
4,153,383

4,153,383
執行額（千円、d）

執行率（％、d/(a＋b＋c)）

実績値

年度ごとの目標値

平成25年８月

参考・関連資料等

○関連法令（右記検索サイトから検索できます） URL:  http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxsearch.cgi

○第9次職業能力開発基本計画　URL:
http://wwwhourei.mhlw.go.jp/hourei/doc/hourei/H110415M0010.pdf

○関連事業の行政事業レビューシート　ＵＲＬ：
（技能継承・振興対策費（ものづくり立国の推進））
http://www.mhlw.go.jp/jigyo_shiwake/h22_gyousei_review_sheet/pdf/0714.pdf

担当部局名 職業能力開発局 作成責任者名
能力評価課長

伊藤　正史
政策評価実施時期

測定指標
指標１

　３級技能検定の受検者数

実績値

年度ごとの目標値

指標２
　技能五輪全国大会の

来場者の若年者層のうち、
大会をきっかけに職業能力の

習得に意欲を持った割合


